
 

 

 

日新国際日本語学院 学則 

第１章 総則 

 

第１条 目的 

当学院は、本邦において高等教育、とりわけ実践的な職業教育と専門的な技術教育を受けようと志す外国人留学生に 対

して、学修に必要な日本語能力を身につけられるよう支援し、専門学校への進学を実現する。また、地域社会との交流

活動を通じて実践的な日本語運用能力と自律的な学習姿勢を育成する。そして、我が国の多文化共生社会の一員として

活躍できる人材の育成を目的とする。 

 

第２条 名称 

当学院は、日新国際日本語学院という。 

 

２ その英語表記は Nisshin Kokusai Institute of Japanese とする。 

 

第３条 位置 

当学院は、千葉県八千代市八千代台南１T 目６番地３に置く。 

 

第４条 自己点検と評価 

当学院は、その目的を達成するため、教育活動と学校運営等の状況について持続的かつ継続的に自ら点検と評価を行う。 

 

２  前項の点検及び評価の実施に関し、必要な事項は別に定める。 

 

 

第２章 設置する教育課程、修業期間、収容定員及び休業日等 

 

第５条 設置する教育課程の名称・修業期間・収容定員・クラス数 

当学院が設置する教育課程の名称、修業期間、収容定員は次の表の通りとする。 

 

教育課程の名称 入学時期 修業期間 収容定員 

専門学校進学２年課程 

専門学校進学１年６か月課程 

４月 

１０月 

２年 

１年６か月 

４０名 

４０名 

合計 ８０名 

 

２ １クラスあたりの収容定員は最大２０名とする。 

 

第６条 始期・終期、学期 

当学院の課程は、４月または１０月に始まり、いずれも翌々年３月に終わる。 

 

２ 学期は４学期制とする。 

(１) ４月から６月まで 

(２) ７月から９月まで 

(３) １０月から１２月まで 

(４) １月から３月まで 

  



 

 

第７条 休校日 

当学院が授業を実施する日は、以下の休校日を除いた日とする。 

 (１)土曜日及び日曜日 

 (２)国民の祝日に関する法律で規定する休日 

 (３)春休み ３月下旬から２週間程度 

 (４)夏休み ７月下旬から３週間程度 

 (５)秋休み ９月下旬から１週間程度 

 (６)冬休み １２月下旬から２週間程度 

 

２ 教育上必要であり、かつ止むを得ない事情があると校長が認めるとき、または、その年度の暦によって授業日数の

調整が必要な際は、前項の規定に関わらず、休校日に授業を行うことができる。 

 

３ 非常災害や、何らかの急迫の事情があると校長が認めるときには、臨時に授業を行わないことができる。 

 

第８条 授業の始業・終業時刻 

授業の始業時刻及び終業時刻は、次の通り定める。 

 

午前 

時限 授業時間 

午後 

時限 授業時間 

１時限 ９：００ ～ ９：４５ １時限 １３：３０ ～ １４：１５ 

２時限 ９：５５ ～ １０：４０ ２時限 １４：２５ ～ １５：１０ 

３時限 １０：５０ ～ １１：３５ ３時限 １５：２０ ～ １６：０５ 

４時限 １１：４５ ～ １２：３０ ４時限 １６：１５ ～ １７：００ 

 
２ 校長が必要と認めたときは、前項の時刻を変更することができる。 

  



 

 

 

第３章 教育課程の内容、授業時間、学習の評価 

 

第９条 教育課程の時間・内容 

専門学校進学２年課程の総授業単位時間は、１６００単位時間とする。 

専門学校進学１年６か月課程の総授業単位時間は、１２００単位時間とする。 

 

２ 各課程の目標とする日本語能力(「日本語教育の参照枠」(令和３年１０月１２日文化審議会国語分科会)の尺度で

示された日本語能力をいう)、各参照枠のレベル、到達目標、修業期間、授業時間数は、以下の表の通りとする。 

尚、「授業時間」の１単位時間は４５分とする。 

 

(１) 専門学校進学２年課程(４月入学) 

 
 

 



 

 

（２）専門学校進学１年６か月課程(１０月入学) 

 

 
 

 

第１０条 学習の評価 

成績は形成的評価と総括的評価を合わせ判定する。評価は、授業科目別に設けた基準に照らして以下の５段階で評価

する。尚、基準の説明に関しては、授業開始時に生徒に周知する。 

 

Ｓ    ９０％以上 

Ａ ８０％以上９０％未満 

Ｂ ７０％以上８０％未満 

Ｃ ６０％以上７０％未満 

Ｄ      ０％以上６０％未満 

 

２ Ｄ判定の科目については、補習を実施した後、追試を行う。これに合格することでＣ判定を付与する。

参照枠 レベル設定 クラス数
１週あたりの
授業時間数

期間
（月数・週数）

合計授業時間数

B１ 中級1 1 20単位時間 3か月・10週 200単位時間

B１ 中級2 1 20単位時間 3か月・10週 200単位時間

B１ 中級3 1 20単位時間 3か月・10週 200単位時間

B２ 中上級1 1 20単位時間 3か月・10週 200単位時間

B２ 中上級2 1 20単位時間 3か月・10週 200単位時間

B２ 中上級3 1 20単位時間 3か月・10週 200単位時間

合計 18か月・60週 1200単位時間

専門学校に合格するために、具体的か
つ実践的な対策ができる。社会問題に
ついて、流暢にコミュニケーションを
取り、複数の視点からの内容をまとめ
ることができる。長期的な視点で学習
目標を立て、自律的に学習を進めるこ
とができる。

到達目標（Can do）

身近な話題に関する内容を理解し、簡
単な構成で発表ができる。理解した漢
字語彙を使用して、日常生活や進学に
関わる漢字を書くことができる。簡単
な自己分析をして自分の強みを見つ
け、将来の進路の方向性を決めること
ができる。
学習者が協働で、日常的・非日常的な
トピックの内容をまとめ、発表ができ
る。地域交流で、個人的に関心ある事
柄について、まとまりのあるテクスト
が書くことができる。進学に関する基
本的な内容を理解し、達成までの学習
計画を立てられる。

専門学校進学に向けて情報収集活動を
行い、自身の興味分野に関する理解を
深められる。社会問題について要点を
理解し、根拠や対策を含めたまとまり
のあるテクストを書くことができ
る。。学習目標を具体的に立て、自主
的に学習を振り返り、必要に応じて改
善できる。
専門学校進学に向けて、入念な準備が
できる。社会や地域が抱える課題につ
いて協働で学習・分析し、その内容を
詳細に発表できる。漢字語彙で、進学
で幅広く使用される漢字を書くことが
できる。

社会問題について多角的に分析し、論
点を整理して詳細なテクストを書き、
発表できる。地域交流において、場面
や相手に応じて適切なコミュニケー
ションを取り、人間関係を構築でき
る。自律した学習者として、客観的に
改善や評価ができる。



 

 

第４章 教職員の組織と体制 

第１１条 教職員の組織 

当学院には、以下の教職員を置く。 

 

（１） 校長        １名 

（２） 主任教員      １名 

（３） 日本語教員    ２名以上（主任教員を除く。１名は本務等教員とする） 

（４） 事務統括責任者  １名 

（５） 事務職員     １名以上（事務統括責任者を除く） 

（６） 生活指導担当者 ３名以上 

 

２ 前項のほか、学習環境の充実や円滑な学校運営のために必要な職員を置くことができる。 

 

３ 生活指導担当者は、上記の(１)～(５)が兼務できる。ただし兼務の場合は、各自の職務の負担に照らして十分に遂    

行可能と校長が判断したときに限る。 

 

第１２条 校長 

校長は、校務をつかさどり、所属する教員及び職員を監督する。 

 

第１３条 主任教員 

主任教員は、生徒が当学院において所定の学習目標を達成できるよう教育課程の編成を行い、他の日本語教員を監 督・

指導する。 

 

第１４条 事務統括責任者 

事務統括責任者は、事務職員を指揮して定められた事務の適切な遂行を管理・実行するとともに、生活指導担当者を指

揮して生徒の望ましい生活環境及び学習環境を実現し、かつ出席率が低い生徒に対しては速やかに適切な指導を行う。 

 

第１５条 教職員会議 

校長は定期的または臨時に教職員による会議を設け、クラスごとの進行状況や、個々の生徒の学習状況・生活状況等を

確認して、運営の改善を図る。 

 

２ 前項の会議は、各学期において必ず１回以上行うものとする。 

 

 

第５章 入学、休学、退学、転学、卒業 

 

第１６条 入学資格 

在留資格「留学」により当学院に入学する者の入学資格は、以下の条件をすべて満たしていることとする。 

(１) 母国あるいは外国で、１２年以上の学校教育またはそれに準ずる課程を修了もしくは修了する見込みがあること 

(２) 年齢が１８歳以上であり、入学を希望した時点で最終学歴卒業後５年未満であること 

(３) 各課程で求められる日本語能力(専門学校進学２年課程は「日本語教育の参照枠」A１相当、専門学校進学１年６

か月課程は「日本語教育の参照枠」A２相当)以上の日本語能力を有する者で、それを公的試験で証明できる者 

(４) 正当な手続きによって日本国への入国を許可される見込みがあること 

(５) 信頼のおける保証人を有すること 

(６) 在学中の学費等の納付金、及び生活費の支援を経費支弁者が行えること 

(７) 当学院の教育理念、教育目標、教育方針に準じた留学目的及び卒業後の進路が明確であること 

 

第１７条 入学時期 

当学院への入学時期について、２年課程は４月、１年６か月課程は１０月とする。 

 

第１８条 入学手続き 

当学院への入学手続きは、以下の通りとする。 

(１) 当学院に入学しようとする者は、当学院が定める入学願書その他の書類に、必要な事項を記載し、指定期日まで

に提出しなければならない。 

(２) 前号の手続きを完了した者に対して選考を行い、入学者を決定する。 

(３) 当学院の入学を許可され、かつ、出入国在留管理庁から COE を交付された者は、指定の日までに第２５条に定め

る生徒納付金を全額納める。 

  



 

 

第１９条 休学・復学 

生徒が疾病その他やむを得ない事由によって、１か月以上休学しようとする場合は、その事由及び休学の期間を記載し

た休学届に理由を添えて申請し、校長の許可を得なければならない。ただし、休学の期間はそれぞれの在留期限を超え

ることはできない。尚、休学期間の出席に関しては、出欠日数の算定から除外する。 

 

２ 休学ができる期間は、休学をした日から３か月以内とする。３か月を超える場合は、再度休学届を提出し、校長の   

許可を得なければならない。ただし、休学の期間はそれぞれの在留期限を超えることはできない。 

 

３ 休学中の学習の支援方法については、休学の事由と本人の学習進度を勘案し、担当教員の意見を聴取した後、主任 

教員が決定し、校長の承認を得て実施する。 

 

４ 休学中は、出席日数または欠席日数のいずれにも参入しない。ただし、休学期間の通算授業時間数が２４０単位時 

間を超えた場合、当該年度での卒業は認定しない。 

 

５ 休学を終えて復学する者は、復学予定の１週間前までに復学届を提出し、校長の許可を得なければならない。 

 

第２０条 転学 

転学とは、当学院の生徒(「留学」の在留資格を持つ者)が籍を離れ、「留学」の在留資格が有効である他の日本語教育

機関に籍を移すことである。 

 

２ 転学を希望する学生は、転学希望日の３０日前までに所定の転学届を提出し、校長の承認を得なければならない。 

 

３ 転学の許可を受けた者は出入国在留管理庁への「活動機関に関する届出」等の必要な手続きを速やかに行い、適時、

当学院に報告をしなければならない。 

 

４ 大規模な災害等の不可抗力によって、当学院が甚大な被害を受け、生徒に対する日本語教育事業が１か月を超えて 

中断することが確実であるかまたは完全に停止せざるを得ないときは、生徒の意思を確認し、転学先として当学院が 

協定を結ぶ日本語教育機関のほか、当学院が加盟する日本語教育振興協会および全国日本語学校連合会が斡旋する転

学支援校等への転学を支援する。 

 

５ 前項において、転学先の決定については、当学院はできる限り生徒の要望を聞き、沿えるように努力する。 

 

６ 第４項の転学において、当学院は転学先の日本語教育機関に対して、転学の事情、修業期間、及び既習の内容のほ

か、受け入れに必要な生徒の情報を適宜提供する。 

 

７ 第４項の転学にあたり、すでに納付された学納金については、生徒が学習を継続するための不利益を回避できるよう、

当学院と転学先において速やかに協議を行い、移管等の措置を行う。 

 

８ 第４項の転学にあたり、当学院と転学先は協力して生徒に対する転居の相談等必要な支援を行い、円滑に転学が行 

われ、その前後の生活が早期に安定するように計らうものとする。 

 

 

第２１条 退学 

在籍期間中に退学する者は、退学日の１か月前にその事由を記載し、退学届を提出しなければならない。 

 

 

第２２条 課程修了および卒業認定 

校長は、各課程について以下に定める修了基準をすべて満たした者に、課程修了を認める。 

 

(１) 卒業時の累計の出席率が９０％以上である者 

(２) 最終試験において、全科目の評価がＣ以上であった者 

 

２ Ｄ判定の科目があった者については、補習を実施した後、レポートを提出させ、修了判定会議（校長・主任教員・ 

  本務等教員で構成）を行い、合格した者にＣ判定を付与し課程修了を認める。 

 

３ 修了が認められた者は、卒業を認定し卒業証書を授与する。 

  



 

 

第６章 賞罰 

 

第２３条 表彰 

在籍中に、以下のような他の模範となる行跡があった生徒は、校長により表彰を行う。 

(１) 学業において特に優秀な成績を収めた者 

(２) 学習態度において皆勤(無遅刻・無欠席)など特筆すべき優れた点が見られた者 

(３) ボランティア活動等により地域社会に多大な貢献をした者 

(４) 人命救助、重大事故の未然防止など、社会福祉に顕著な貢献をした者 

(５) その他、他の模範とするに足る行いを為した者 

 

２ 表彰者の選考は、定期または臨時の教職員会議において検討し、校長が決定する。 

 

３ 表彰者には、校長より表彰状を授与する。また、このときに記念品を授与することができる。 

 

 

第２４条 懲戒処分 

在籍中に、以下のような不適切な行跡があった場合は、校長によりその生徒に対して懲戒処分を行う。 

(１) 正当な理由なく出席が常ではない者 

(２) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(３) 学業劣等で成業の見込みがないと認められる者 

(４) 当学院の秩序を乱し、その他生徒として本分に反した者 

(５) 日本の法令に違反した者 

(６) その他、本学院の体面を著しく傷つける行為のあった者 

 

２ 懲戒処分は、以下の４段階とする。 

(１) 訓戒：始末書を提出させ、校長より将来を戒める。 

(２) 出席停止：始末書を提出させ、校長より将来を戒め、１週間を超えない範囲で出席を禁止する。 

        出席停止期間は出席率の計算に関して「欠席」扱いとする。 

 (３) 退学：校長より将来を戒め、退学を促す。在籍中の成績等については求めがあれば証明書を発行できる。 

 (４) 除籍：当該生徒の在籍記録を抹消し、直ちに帰国させる。在籍期間における成績証明等の証明書は発行しない。 

 

３ 懲戒処分の決定にあたっては、定期または臨時の教職員会議において検討し、校長が決定する。 

  尚、対象の生徒には、必ず弁明の機会を与えるものとする。 

 

４ 出席不良者に対しての警告と処分 

(１) 月ごとの出席率集計で前月の出席率が９０％未満になった場合は、生活指導担当者より出席に関する面談及び指

導を行う。 

(２) 出席不良による警告を 1 回でも受けた生徒に対しては、当学院から経費支弁者に対して連絡をする。 

(３) 警告を受けた翌月からも状況が改善されなければ、校長が面談を行う。 

 

 

第７章 生徒納付金の金額、納入、返還 

 

第２５条 生徒納付金の金額 

生徒納付金は、次の通りとする(単位：円)。 

 

 
 

 
２ 前項の表示は消費税を含む金額となっているが、法令変更があり消費税率が変更となった際は、その税率分だけ金

額が変更となることがある。 

  

課程名 修業期間 入学検定料 入学金 授業料 施設費 設備費 教材費 課外活動費 保険料 健康管理費
その他

(事務手数料)
計

1年目 792,000 11,000 11,000 27,500 22,000 12,000 11,000 11,000

2年目 792,000 11,000 11,000 27,500 22,000 12,000 11,000 11,000

計 1,584,000 22,000 22,000 55,000 44,000 24,000 22,000 22,000

1年目 792,000 11,000 11,000 27,500 22,000 12,000 11,000 11,000

2年目 396,000 5,500 5,500 20,000 11,000 7,000 5,500 5,500

計 1,188,000 16,500 16,500 47,500 33,000 19,000 16,500 16,500

専門学校進学２年課程 ２年 0 33,000 1,828,000

専門学校進学１年６か月課程 １年６か月 0 33,000 1,386,500



 

 

第２６条 生徒納付金の納入 

生徒が当学院に籍を置いている期間中は、出席の有無にかかわらず、納付金をそれぞれ授業開始の１か月前までに納入

しなければならない。 

 

２ 納入の期日は、募集要項に明記し、入学希望者にあらかじめ周知する。 

 

 

第２７条 滞納に伴う処分 

生徒が、正当な理由なく、かつ、所定の手続きを行わずに、授業料その他の納付金を所定の期日から１か月以上滞納し、

その後も納入の見込みが無いと判断される場合は、校長は当該生徒に対して退学を命ずることができる。 

 

第２８条 生徒納付金の返還 

すでに納入した生徒納付金の返還は、別に定める「生徒納付金の返還規定」に基づくものとする。 

 

 

第８章 雑則 

 

第２９条 在留期間更新 

生徒の在留期間更新許可申請は、原則として当学院が取り次ぐものとする。 

 

第３０条 個人情報の取扱い 

当学院は、生徒及び教職員の個人情報を適切に管理し、個人情報保護法その他関係法令を遵守のうえ、教育活動と 

学校運営に必要な範囲でのみ利用する。 

 

２ 当学院は、教育活動及び学校運営に関連する広報活動等の一環として、学校行事や各種活動において、生徒の肖像及

び個人情報を含む画像や映像を、運営するウェブサイトや SNS その他の広報媒体に掲載することがある。 

 

第３１条 SNS・インターネットの利用 

生徒は、SNS やインターネットの利用において、以下の事項を遵守しなければならない。 

（１） 当学院の教職員、生徒および関係者の個人情報を、本人の同意なく公開しないこと。 

（２） 他者の名誉を傷つける投稿や誹謗中傷を行わないこと。 

（３） 当学院の信用を損なう情報発信を行わないこと。 

 

第３２条(違反時の対応) 

前条に違反し、他者のプライバシーを侵害したり、本学院の信用を著しく損なった場合は、第２４条に基づき、指導ま

たは懲戒処分を行うことがある。 

 

第３３条 生徒証 

入学時に生徒証を発行する。この生徒証は、本学院の生徒の身分を証明するものであり、在籍中は常に携帯していなけ

ればならない。 

 

第３４条 健康診断 

生徒は、入学後の健康診断は毎年 1 回、別に定めるところにより実施する。 

 

第３５条 保険加入 

生徒は、当学院が定める留学生保険に加入しなければならない。 

 

第３６条 忌引き休暇 

忌引き休暇は、以下の通りとする。尚、以下の期間は出席日数の算定から除外する。 

(１) 両親または兄弟姉妹 ８日 

(２) 祖父母       ４日 

 

第３７条 細則 

本学則の施行に関し、それ以外に必要な事項は、校長が別に定める。 

 

付則 本学則は、令和８年４月１日から施行する。



 

 

日新国際日本語学院補則 納付金返還規定 

    本補則は、学則第２８条「生徒納付金の返還」について、その具体的な運用を定めるものである。 

第１条 生徒納付金の定義 

本補則でいう「生徒納付金」(以下「納付金」と称す)とは、学則の第２５条で定める費用である。 具体的に

は入学金、授業料、施設費、設備費、教材費、課外活動費、保険料、健康管理費、事務手数料である。 

  ２ 日常の学校生活の中で、以下の例のように、生徒本人の責または原因により生じる費用、または本校課程  

を修める上で本人が受益者となると判断される限定的な費用については、発生した時点で本人または経費支

弁者が負担するものとし、納付金には含まれない。 

(１)生徒本人の責または原因により生じる費用の例 

① 故意により、本人が学校の施設や設備を損壊したときの修繕費用 

② 故意により、本人が他の学生の心身や財産に損害を与えたときの賠償金 

③ 故意または過失によって、本人が学校外で損害賠償を必要とする事態を招き、留学生保険によって補

償ができない部分の金額 

④ 学則に則って、本人が退学または除籍処分を受けたときの自室の退去や帰国に伴う一切の費

用 

⑤ 学校が関与しない本人の疾病または負傷に伴う治療費用の自己負担金 

⑥ あらかじめ教職員より指示された教科書等を持参しなかったために、校内でコピーを取るときのコ

ピー代(実費相当額) 

⑦ その他、①～⑥の類例と判断される費用 

(２) 当学院課程を修める上で本人が受益者となると判断される限定的な費用 

① 当学院の団体申し込みによって受験する場合の、日本語能力試験の受験料(実費相当額) 

② 当学院が申請等取次者となって在留資格の更新または変更を受ける場合の入管手数料 

③ その他、①・②の類例と判断される費用 

第２条 納付金の返還が生じる場合 

以下の場合は、当学院は受領した納付金の全額または一部を返還する。 

(１)以下のように、納付金の対価を受けないことを、一定の期限までに当学院に通知した場合 

① 入学日(専門学校進学２年課程は４月１日、専門学校進学１年６か月課程は１０月１日)より３０日

以上前に、入学を辞退することを、本人または経費支弁者が本校に通知した場合は、受領した納付金

の全額を返還する。その際、金融機関の送金手数料を控除する。 

② 自己都合により、課程の途中で退学することとなったとき、退学日の３０日以上前に、退学すること

を本人または経費支弁者が本校に通知した場合は、退学日の翌月以降の「授業料」「施設費」「設備

費」「事務手数料」を月単位で按分し返還する。その際、金融機関の送金手数料を控除する。なお、

「入学金」「教材費」「課外活動費」「保険料」「健康管理費」は返還しない。 

 



 

 

(２)本人の責または原因に因らず、本人が納付金の対価を受けられなかった場合 

① 感染症の拡大などに因る長期のロックダウンなどがあり、認定日本語教育機関として公に認

められた代替手段による課程の実施もできないとき、その事実が確定した日の翌月以降の

「授業料」「施設費」「設備費」「事務手数料」を月単位で按分し返還する。その際、金融

機関の送金手数料を控除する。また「入学金」は返還しないが、他の「教材費」「課外活動

費」「保険料」「健康管理費」についても、その時点で返還可能なものは全額を返還する。 

 

② 台風や大雪などで学校の判断により臨時に休校し、代替授業を行っても、授業時数が学則第 

９条で定める時数を下回った場合は、「授業料」をその時数に応じて返還する。 

③ 天災や戦争に因って、当校が事業の継続が不可能になった場合は、その状況に応じて当校と 

本人または経費支弁者と可及的速やかに協議する中で、返還についても方針を決定する。 

(３)本人の責または原因に因るが、汲むべき特段の事情があると校長が判断した場合は、臨時の教職員会議

を開催し、出席者の意見を聞いた上で、校長が特例措置として対応を決定する。 

第３条 納付金の返還先 

納付金を返還する場合は、本人の指定により、本人または経費支弁者のいずれかを選択し、その銀行口座に

送金することで行う。 

付則 本補則は、令和８年４月１日から施行する。 


